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(57)【要約】
【課題】機能部品を締結するために必要とされる軸力を
低減し、かつ、高圧条件下においても開口部からの媒体
漏れを効果的に防止可能な機能部品装着部構造を有する
圧縮機を提供する。
【解決手段】機能部品をハウジング内側から装着し、ハ
ウジング内部の被圧縮流体の圧力を、機能部品を介して
取り付け座面に作用させる構造を有する圧縮機。このよ
うな構造においては、ハウジング内部の被圧縮流体の圧
力上昇が機能部品とハウジングとの間の密閉性をより向
上させる方向に働くため、高圧条件下における媒体漏れ
を効果的に防止することができ、機能部品締結時に必要
な締結手段軸力を低減することができる。
【選択図】図１



(2) JP 2010-71256 A 2010.4.2

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ハウジング内部の被圧縮流体の圧力を受ける機能部品を、その機能部品の取り付け上あ
るいはその機能部品の機能上要求される外部に通じる開口を有するハウジング部位に、取
り付け座面の面圧で媒体漏れを防止した状態で締結により装着した圧縮機において、前記
ハウジング内部の被圧縮流体の圧力を前記機能部品を介して前記取り付け座面に作用させ
るべく、前記機能部品をハウジング内側から装着したことを特徴とする圧縮機。
【請求項２】
　前記機能部品と前記ハウジングとの間にシール材が介装されている、請求項１に記載の
圧縮機。
【請求項３】
　前記締結により前記取り付け座面に作用する軸力の方向と、前記取り付け座面に作用す
るハウジング内部の被圧縮流体の圧力の作用方向とが同じ方向に設定されている、請求項
１または２に記載の圧縮機。
【請求項４】
　前記機能部品および前記ハウジングそれぞれに形成されたねじ部によって、前記機能部
品が前記ハウジングに締結されている、請求項３に記載の圧縮機。
【請求項５】
　前記機能部品が、前記ハウジング内部の被圧縮流体の圧力が異常高圧になった際に前記
開口を通して被圧縮流体を放出する安全弁からなる、請求項１～４のいずれかに記載の圧
縮機。
【請求項６】
　前記機能部品が、圧縮機の圧縮容量を制御する容量制御弁からなる、請求項１～４のい
ずれかに記載の圧縮機。
【請求項７】
　前記被圧縮流体が冷媒からなる、請求項１～６のいずれかに記載の圧縮機。
【請求項８】
　前記冷媒が二酸化炭素からなる、請求項７に記載の圧縮機。
【請求項９】
　車両空調装置用圧縮機である、請求項１～８のいずれかに記載の圧縮機。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は圧縮機に関し、とくに、二酸化炭素などの高圧冷媒を媒体として使用する場合
や車両用空調装置に用いる場合に好適な圧縮機に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に圧縮機においては、ハウジング内の圧力が高圧になった場合でも、安全性を確保
しつつ所望の性能を維持することが要求される。たとえば、車両用空調装置に用いられる
圧縮機には、安全性の観点から、吐出ガスの圧力や機内圧力を所定値以下に維持するため
の安全弁が設けられている（たとえば、特許文献１および特許文献２）。このような安全
弁は、ハウジング内部からハウジング外へと通じる通気孔を有する部位に付設されており
、普段は閉じられているが、ハウジング内の圧力が所定値を超えた場合には、その内部圧
力により弁が開かれてハウジング内の媒体をハウジング外へと放出し、ハウジング内の圧
力を所定値以下まで低下させて圧縮機を保護するようになっている。
【０００３】
　上記安全弁のような機能部品を圧縮機のハウジング開口部に取り付ける場合、従来の技
術では、ハウジング開口部に対し圧縮機の外側から機能部品を取り付け、ねじなどの締結
部材でハウジング壁へ締結することが多い。すなわち、ハウジング外から締結部材により



(3) JP 2010-71256 A 2010.4.2

10

20

30

40

50

軸力を加えることで、機能部品の取り付け座面にハウジング外側からハウジング内側方向
へ圧力をかけ、その面圧により締結部の密閉性が確保されている。
【０００４】
　しかしながら、この方法では、ハウジング内部における媒体圧力が機能部品に対しその
取り付け座面をハウジング外側に向けて押圧する方向に働くため、媒体圧力が上昇するに
つれて機能部品の取り付け座面における面圧が低下し、締結部の密閉性を確保することが
困難になる場合がある。また、この構造では、機能部品の取り付け座面に必要なシール面
圧を締結部材の軸力のみで担うことになるため、密閉性を保つためには、機能部品を付設
する際に、その密閉性を減殺する方向に作用する媒体圧力の想定最大値をあらかじめ上回
る軸力で締結部材を締結しておかなければならない。すなわち、上記構造においては、媒
体圧力の想定最大値をあらかじめ上回る大きな軸力が常に機能部品へと負荷される。この
ことは、過大な軸力による機能部品の変形や、それに伴う機能部品の性能低下を招くおそ
れがあり、また、大きな軸力に耐えうる機能部品を使用することで部品コストも上昇する
。さらに、機能部品をハウジング外部に付設することでハウジング外部に凸部が生じるた
め、とくに設置スペースに制約の多い車両用空調装置においては、圧縮機の配置が困難に
なる場合もある。とくに近年、環境保護の観点から非フロン系冷媒を使用する車両用空調
装置が増加しつつあるが、非フロン系冷媒の一つである二酸化炭素を冷媒として使用する
とハウジング内の圧力が従来の８倍程度上昇することから、高圧条件下でも密閉性を維持
することができ、かつ、車両への搭載性を確保できる圧縮機への機能部品取り付け方法の
開発が強く求められている。
【特許文献１】特開平９－１６６０８１号公報
【特許文献２】特開平９－４７４１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　そこで本発明の課題は、圧縮機のハウジング開口部へ機能部品を締結するにあたって、
機能部品を締結するために必要とされる軸力を低減し、かつ、高圧条件下においても開口
部からの媒体漏れを効果的に防止できるようにした圧縮機を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記課題を解決するために、本発明に係る圧縮機は、ハウジング内部の被圧縮流体の圧
力を受ける機能部品を、その機能部品の取り付け上あるいはその機能部品の機能上要求さ
れる外部に通じる開口を有するハウジング部位に、取り付け座面の面圧で媒体漏れを防止
した状態で締結により装着した圧縮機であって、前記ハウジング内部の被圧縮流体の圧力
を前記機能部品を介して前記取り付け座面に作用させるべく、前記機能部品をハウジング
内側から装着したことを特徴とするものからなる。
【０００７】
　このような圧縮機においては、ハウジング内部の被圧縮流体の圧力を機能部品を介して
取り付け座面に作用させるべく、該機能部品をハウジング内側から装着したので、ハウジ
ング内部の被圧縮流体の圧力が上昇するにつれて機能部品の取り付け座面の面圧も上昇し
、取り付け座面からの媒体漏れがより強く抑制される。また、本発明では、ハウジング内
部の被圧縮流体の圧力上昇が、機能部品をより強く取り付け座面へと押し付け、その部位
の密閉性をより高める方向へと働くので、機能部品の初期取り付け時に締結部へ負荷され
る軸力は、無負荷状態あるいは極低圧状態での機能部品取り付け座面部の密閉に必要なシ
ール面圧を確保できる程度であればよい。したがって、本発明においては、媒体圧力の想
定最大値を上回る大きな軸力をあらかじめ締結部に負荷しておく必要がなく、過大な軸力
に起因する機能部品の変形や、それに伴う機能部品の性能低下を防止することができる。
【０００８】
　また、本発明においては、機能部品とハウジングとの間にシール材が介装されているこ
とが好ましい。たとえば、柔軟な素材からなるシール材を介装しておくことで、機能部品
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とハウジングとの間に生じた微小隙間をシール材の塑性変形によって網羅的に埋めること
ができ、ハウジング内の密閉性をより高めることができる。
【０００９】
　また、本発明において、締結により取り付け座面に作用する軸力の方向は、取り付け座
面に作用するハウジング内部の被圧縮流体の圧力の作用方向と同じであることが好ましい
。軸力の方向と圧力の作用方向とを一致させることで、上昇した媒体圧力による取り付け
座面への作用圧力の増加代を、あたかも締結部材の軸力の増加に相当する力として確実に
作用させることができ、ハウジング内の密閉性をより確実に確保することが可能になる。
締結部の構造としては、たとえば、機能部品およびハウジングそれぞれにねじ部を形成し
、機能部品をハウジングのねじ部に直接ねじ込んで締結する構造を採用することができる
。
【００１０】
　本発明において、ハウジング内部の被圧縮流体の圧力を受ける機能部品は、とくに限定
されるものではないが、ハウジング内部の被圧縮流体の圧力が異常高圧になった際に開口
を通して被圧縮流体を放出する安全弁や、圧縮機の圧縮容量を制御する容量制御弁である
ことが好ましい。安全弁を使用することにより、ハウジング内部の被圧縮流体の圧力が異
常高圧になることを未然に防ぐことができ、圧縮機の安全性をより高めることができる。
また、容量制御弁は圧縮機内各部との連通部位を備えており、所定の容量制御を行うため
には、圧縮機外部に対し高い密閉性（シール性）が要求されるが、本発明の適用によりこ
のような要求が効果的に満たされる。
【００１１】
　本発明に係る圧縮機は、とくに限定されるものではないが、被圧縮流体として冷媒を用
いて好適なものであり、とくに、冷媒として二酸化炭素を用いてより好適なものである。
圧縮機の冷媒として二酸化炭素を用いた場合、前述の如くハウジング内の圧力が従来の冷
媒と比べて約８倍高くなるため、高圧条件下におけるハウジング開口部の密閉性確保がよ
り重要となる。この観点において、本発明に係る圧縮機は、ハウジング内部の被圧縮流体
の圧力上昇が機能部品とハウジングとの間の密閉性をより向上させる方向に働くため、ハ
ウジング開口部における媒体漏れを高圧条件下においても効果的に防止することが可能に
なる。
【００１２】
　また、本発明に係る圧縮機は、車両用空調装置内に設けられて好適なものである。本発
明における圧縮機は高圧条件下においても密閉性を保つことができるため、とくに可燃性
媒体や環境負荷の大きい媒体を使用することの多い車両用空調装置において、媒体が外部
へ漏れることによる環境負荷や地球温暖化への悪影響、不具合の発生などを未然に防ぐこ
とができる。また、本発明に係る圧縮機は機能部品をハウジング外部に付設する必要がな
いため、ハウジング外部に凸部が生じることがなく、設置スペースに制約の多い車両用空
調装置において車両搭載性も確保することができる。
【発明の効果】
【００１３】
　このように、本発明に係る圧縮機によれば、ハウジング内部の被圧縮流体の圧力上昇が
機能部品とハウジングとの間の密閉性をより向上させる方向に働くので、高圧条件下にお
いても媒体漏れを効果的に防止することができる。また、機能部品の締結に必要な軸力が
従来と比べて少なく済み、締結時の過大な軸力に起因する機能部品の変形や性能低下を防
ぐことができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　以下に、本発明の望ましい実施の形態について、図面を参照しながら説明する。
　図１は、本発明の一実施態様に係る圧縮機の機能部品締結部における概略構成を示して
おり、とくに、締結部材により取り付け座面に作用する軸力の方向が、機能部品を介して
取り付け座面に作用するハウジング内部の被圧縮流体の圧力の作用方向と同じである圧縮
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機を示している。図１において、１は本発明の適用対象部位としての圧縮機のハウジング
、２はハウジング内部を示しており、ハウジング開口部３に隣接して機能部品４がハウジ
ングの内側から装着されている。機能部品４は締結部材５によってハウジング１に締結さ
れており、締結部材５の軸力によって、取り付け座面６からの媒体の漏れを防いでいる。
締結部材５により取り付け座面６に作用する軸力の方向は、ハウジング内部２の被圧縮流
体の圧力が取り付け座面６に作用する方向と一致している。この取り付け座面部位には、
適当なシール材が介装されていることが好ましい。
【００１５】
　図１においては、締結部材５による締結軸力により、機能部品４とハウジング１との間
の取り付け座面６にこの部分のシールに必要な面圧が初期的に加えられる。この状態で、
ハウジング内部２における媒体圧力が上昇すると、その圧力は機能部品４を取り付け座面
６方向へと押圧するように働き、取り付け座面６における面圧が高められてこの部分の密
閉性も向上する。すなわち、ハウジング内部２における圧力上昇は、従来構造のような機
能部品取り付け座面の密閉性を減殺する方向へ働くことはないので、機能部品４の初期締
結時に締結部材５によって負荷される軸力は、取り付け座面６の密閉に必要なシール面圧
を確保できる程度であればよく、媒体圧力発生後は、その圧力が利用されて常にシール面
圧が初期面圧よりは高められることになる。その結果、媒体圧力の想定最大値を上回る大
きな軸力をあらかじめ締結部に負荷しておく必要がなく、機能部品４の変形や、それに伴
う機能低下が未然に防止されるとともに、常時、あるレベル以上のシール面圧が確保され
ることになる。
【００１６】
　図２に、比較のため、従来の圧縮機における機能部品締結部の概略構成を示す。図２に
おいては、機能部品４ａはハウジング１ａの外側より締結部材５ａによってハウジング１
ａに締結されている。ハウジング内部２ａにおける媒体圧力が上昇すると、その圧力は、
ハウジング開口部３ａを通して、機能部品４ａを取り付け座面６ａからハウジング外側方
向へ向けて押圧するよう働く。すなわち、ハウジング内部２ａにおける媒体圧力が上昇す
るに従い、締結部材５ａの軸力に抗して締結部材５ａの軸力が減殺されて取り付け座面６
ａの面圧が低下し、取り付け座面６ａにおける密閉性が低下する。このため、図２に示す
構造においては、機能部品４ａの締結にあたって、ハウジング内部２ａにおける媒体圧力
の想定最大値を十分に上回る程度の軸力を、締結部材５ａによってあらかじめ負荷してお
く必要がある。しかしながら、とくに二酸化炭素などの高圧媒体を使用する圧縮機では、
締結に必要な負荷が大きくなり、機能部品４ａの変形や、それに伴う機能低下を招くおそ
れがある。
【００１７】
　なお、本発明は、前述したように、安全弁や容量制御弁を本発明における機能部品とす
る場合に好適なものであり、図１に示した構造例は特に安全弁を想定した場合を示した。
このような安全弁の装着構造に本発明を適用する場合の圧縮機全体の構造については、と
くに限定しないが、図３に一例を示しておく。
【００１８】
　図３は、本発明の一実施態様における斜板式圧縮機を示しており、とくに、リアハウジ
ング内に機能部品として安全弁が設けられ、かつ、機能部品とハウジングとの間にシール
材としてガスケットが設けられている斜板式圧縮機を示している。図３において、斜板式
圧縮機１０は、駆動シャフト１１、軸封装置１２、フロントハウジング１３、スラストベ
アリング１４、ラジアルベアリング１５、シャフトローター１６、ピン１７、斜板１８、
ピストン１９、シリンダブロック２０、シリンダボア２１、吸入弁２２、弁板２３、吐出
弁２４、吸入室２５、リアハウジング２６、吐出室２７を有しており、これら一連の機構
は周知のものである。そこで、本発明に係る構造として、安全弁２８、シール材としての
ガスケット２９、そして開口としての通気孔３０を有している。本実施態様においては、
リアハウジング２６内側に吐出室２７が形成されており、機能部品である安全弁２８は、
吐出室２７壁面の通気孔３０に隣接する位置に内側から装着されている。安全弁２８とリ
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アハウジング２６との間にはシール材としてのガスケット２９が介装されている。吐出室
２７内の媒体圧力が上昇すると、媒体圧力は安全弁２８およびシール材としてのガスケッ
ト２９を介して取り付け座面３１を押圧する方向に働く。すなわち、図３における斜板式
圧縮機によれば、吐出室２７における媒体圧力が上昇するに従って取り付け座面３１の面
圧が増加し、取り付け座面３１の密閉性も向上するため、高圧条件下においても媒体漏れ
を効果的に防止することが可能である。
【００１９】
　図４は、図３の斜板式圧縮機における機能部品としての安全弁２８を示している。図４
において、安全弁２８の弁ハウジング４０には、吐出室２７側に入口孔４１が、通気孔３
０側に出口孔４２が、それぞれ設けられている。入口孔４１から出口孔４２へは媒体が流
通可能な流路が形成されているが、この流路の狭隘部には弁体４３が流路を閉塞可能に配
置されており、弁体４３は、弁押え４４を介してばね４５の付勢力により入口孔４１側に
向けて押圧されている。ばね４５は、ばね座として機能するばねガイド４６により係止さ
れており、弁体４３に働くばね４５の付勢力は、吐出室２７から入口孔４１へ流入した媒
体の圧力に抗する方向に働く。一方、入口孔４１へ流入した媒体が弁体４３を押圧する圧
力は、弁押え４４、ばね４５、およびばねガイド４６を介して弁ハウジング４０を取り付
け座面３１に押圧する方向に働く。安全弁２８の弁ハウジング４０の外周面上にはねじ部
４７が設けられており、安全弁２８のねじ部４７をリアハウジング２６に設けられたねじ
部（図示略）へ直接ねじ込むことにより、安全弁２８がリアハウジング２６に締結され、
ガスケット２９を介して取り付け座面３１にねじ部４７の軸力が作用する。また、吐出室
２７内の媒体圧力の上昇は、弁ハウジング４０及び弁体４３を取り付け座面３１に押圧す
る方向に作用し、これはねじ部４７の軸力の方向と一致している。これらの力はいずれも
、ガスケット２９によって弁ハウジング４０とリアハウジング２６との間の密閉性を向上
させる方向に作用する。
【００２０】
　すなわち、吐出室２７における媒体圧力が上昇すると、取り付け座面３１の面圧が増加
し、取り付け座面３１の密閉性も向上する。したがって、安全弁２８を備えた圧縮機１０
においては、吐出室２７内の媒体圧力の大きさに関わらず、取り付け座面３１におけるシ
ール面圧が常時あるレベル以上に確保されることになる。安全弁２８において、吐出室２
７内の媒体圧力がばね４５の付勢力よりも大きくなった場合は、媒体圧力がばね４５の付
勢力に抗して弁体４３を押圧することにより、上記付勢力によって押圧されていた弁体４
３による流路の閉塞性が低下する、あるいは流路が開かれるため、媒体が出口孔４２を経
由して斜板式圧縮機１０の外部へ流出可能となり、吐出室２７内の媒体圧力が異常高圧と
なることが未然に防止される。一方、上記媒体流出等により吐出室２７内の媒体圧力がば
ね４５の付勢力よりも小さい場合は、ばね４５の付勢力により弁体４３が押圧されて上記
流路の閉塞性が保たれ、吐出室２７内の媒体の安全弁２８からの流出が防止されて、通常
の圧縮機作動が維持される。したがって、図４の安全弁によれば、高圧条件下においても
取り付け座面における媒体漏れを効果的に防止しつつ、ハウジング内の媒体圧力が異常高
圧となることを未然に防ぐことが可能となる。
【産業上の利用可能性】
【００２１】
　本発明に係る圧縮機は、あらゆるタイプの圧縮機に対して適用可能であり、とくに、二
酸化炭素などの高圧冷媒を媒体として使用する場合や車両用空調装置に用いる場合に好適
なものである。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】本発明の一実施態様に係る圧縮機における機能部品締結部の概略構成図である。
【図２】従来の圧縮機における機能部品締結部の概略構成図である。
【図３】本発明の一実施態様に係る圧縮機としての斜板式圧縮機の縦断面図である。
【図４】図３の斜板式圧縮機における安全弁の拡大図である。
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【符号の説明】
【００２３】
　１　ハウジング
　２　ハウジング内部
　３　ハウジング開口部
　４　機能部品
　５　締結部材としてのボルト
　６　取り付け座面
１０　斜板式圧縮機
１１　駆動シャフト
１２　軸封装置
１３　フロントハウジング
１４　スラストベアリング
１５　ラジアルベアリング
１６　シャフトローター
１７　ピン
１８　斜板
１９　ピストン
２０　シリンダブロック
２１　シリンダボア
２２　吸入弁
２３　弁板
２４　吐出弁
２５　吸入室
２６　リアハウジング
２７　吐出室
２８　安全弁
２９　シール材としてのガスケット
３０　通気孔

３１　取り付け座面
４０　弁ハウジング
４１　入口孔
４２　出口孔
４３　弁体
４４　弁押え
４５　ばね
４６　ばねガイド
４７　ねじ部
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